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CN・GX関連の活用可能な国の施策について

15231
テキストボックス
資料３



 2020年に2050年のカーボンニュートラルを宣言。
 2022年からは脱炭素とエネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべくGX（グリーン・トランスフォーメーション） *

を目指した動きが活発に。
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CN/GXを巡る動き ～温室効果ガスの排出削減に向けた我が国の進捗状況～

我が国のカーボンニュートラルに向けた動向

2020年 10月
2050年カーボンニュートラル宣言
菅 元総理が所信表明演説にて宣言。

＊2050年カーボンニュートラルや、2030年の国としての温室効果ガス排出削減目標の達成に向けた取組を経済成長の機会と捉え、排出削減と産業競争力向上
の実現に向けた、経済社会システム全体の変革

ＧＸの加速

2025年 2月 GX実行会議において「GX2040ビジョン」・第7次エネルギー基本計画・地
球温暖化対策計画策定

2025年 ５月 「改正GX推進法」「改正 資源有効利用促進法」の成立

2026年 ４月 排出量取引制度(GX-ETS)スタート

・
・
・
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2025年2月18日閣議決定

（出典）2025年2月18日 GX2040ビジョン 脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂（https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004.html）

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004.html
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「成長志向型カーボンプライシング構想」等の実現・実行

2024/12/26 第14回GX実行会議資料 抜粋、一部加工https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx jikkou kaigi/dai14/siryou1.pdf

（GX-ETS, 2026年度～）

（2028年度～予定）

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai14/siryou1.pdf


・自社の脱炭素化への一般的なプロセスは
１．知る → ２．測る → ３．減らす

・「脱炭素」に取り組む段階に合わせた支援策を準備
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１．(CNについて) 知る

２．(排出量を) 測る

３．（排出を）
減らす

取組のステップ

ガス

電気

ガソリン

重油

電気

ガソリン
ガス

③再エネ等脱炭素
由来電気への切替・
導入

④Jクレジット等の購入
によりカーボンオフセット

②設備投資による
燃料転換・省エネ

自社のカーボンニュートラルの実現にむけた
削減イメージ

①日々の省エネ
活動

①日々の省エネ活動
②設備投資による燃料転換・省エネ
③脱炭素由来電気への切り替え
④Jクレジットの活用等によるオフセット等

CO2排出量

ガソリン
ガス 相殺

取組の時間軸

脱炭素に取り組むためのステップ

自社の脱炭素化に
向けた活動
（主にScope1,2
関連の取組）

他社の脱炭素化
に寄与する活動

企業の脱炭素化
に向けた活動

カーボンフットプリントの測定
製品の削減貢献量の可視化 等

主に取り得る手段

SCOPE１,2,3の可視化

測る・減らすに関する情報収集
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支援施策一覧（例）

 カーボンニュートラル相談窓口
 事例集や関連情報サイト
グリーン・バリューチェーン・プラットフォーム
中小企業基盤整備機構Webサイト
環境省 脱炭素化事業支援情報サイト

CNについて知る

 省エネ診断／省エネお助け隊
 CO2排出量のセルフ診断ツール
 排出量等算定ツール
 SHIFT事業（脱炭素技術等による工場・事業場

の省CO2化加速事業）

排出量を把握する

 省エネ診断／省エネお助け隊（再掲）
 SHIFT事業（再掲）
 Scope3事業
 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金
 中小企業省力化投資補助金
 中小企業新事業進出補助金
 省エネ・非化石転換補助金
 ZEB補助事業
 脱炭素ビルリノベ事業
 クリーンエネルギー自動車導入促進補助金（CEV補助金）
 省エネ設備投資利子補給金
 バリューチェーン脱炭素促進利子補給事業
 ESGリース促進事業
 CN投資促進税制
 J-クレジット
 自家消費型太陽光発電・蓄電池導入補助金
 環境・エネルギー対策資金（GX関連）

排出量を削減する
オンラインあり



九州の相談窓口 ※全国の中小機構地域本部にも設置されています

 どのようにカーボンニュートラルに取り組んだらいいのかわからない。
 取引先から自社製品・工程のCO2排出量の開示を求められて困っている。
 環境へ配慮した取り組みのPR方法について知りたい。

 中小企業・小規模事業者を対象としたカーボンニュートラル・脱炭素化の相談窓口。
 相談対応に加え、カーボンニュートラルに向けたハンズオン支援も実施。
 加えて、中小企業・小規模事業者向けに脱炭素化に取り組む理由や具体的な方法を動画で紹介。
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中小機構のカーボンニュートラル相談窓口・研修支援

中小企業基盤整備機構 九州本部 企業支援課
電話番号 ０９２－２６３－０３００

（対面又はオンライン※事前予約制）

費用：無料（ハンズオン支援は有料）

（https://www.smrj.go.jp/regional hq/kyushu/sme/cn/index.html）

サイトには「カーボンニュートラル実現に向けたチェックシート」も掲載されていますので、ぜひご活用ください。

（https://www.smrj.go.jp/institute/manabeecampus/sme/ond
emand_course/aihbak0000002f49.html）

知 る 測 る 減らす

相談
窓口

各地域本部へのお問い合わせ、
お申し込みはこちらから →

研修
動画

研修動画の利用申込
（無料）はこちらから →

https://www.smrj.go.jp/regional_hq/kyushu/sme/cn/index.html
https://www.smrj.go.jp/regional_hq/kyushu/sme/cn/index.html
https://www.smrj.go.jp/institute/manabeecampus/sme/ondemand_course/aihbak0000002f49.html
https://www.smrj.go.jp/institute/manabeecampus/sme/ondemand_course/aihbak0000002f49.html
https://www.smrj.go.jp/institute/manabeecampus/sme/ondemand_course/aihbak0000002f49.html
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カーボンニュートラルに関連する中小企業支援策やCO2排出量の算定方法について分かりやすい広報
資料を作成。（経産省・環境省の施策を掲載）

https://www.meti.go.jp/policy/energy environment/global warming/SME/index.html
経済産業省HPの「温暖化対策」、「中小企業関連」のページからダウンロードください。

中小企業等のカーボンニュートラル支援策パンフレット等 知 る 測 る 減らす

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/SME/index.html


 省エネの専門家が工場・ビル・店舗等のエネルギーの使用状況を把握し、省エネできる改善項目の提案をします。また希望に
応じて、省エネ診断結果を基に、省エネ取組を一緒に進めていくためのサポートを行います。

お申込みはこちらから！
設備を診断して光熱費削減 省エネ診断

出展：省エネ診断事業パンフレット

省エネ診断／省エネお助け隊 測 る 減らす知 る
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https://shoeneshindan.jp/
https://shoeneshindan.jp/


一般社団法人環境共創イニシアチブホームページ掲載資料を元に作成

省エネ・非化石転換補助金 
2026年版特設サイト

 省エネ設備の更新にかかる設備費等の費用を補助します。類型によっては省エネ効果の要件等が設定されています。

HPで活用事例も
紹介中！

事業・事業場型
A 先進枠

B 一般枠、中小企業投資促進枠

C サプライチェーン連携枠

SIIが予め採択した先進設備・システムへ更新等する
事業
【対象設備】先進設備・システム
【補助率】中小企業 2/3以内

大企業 1/2以内 
【補助金上限額】15億～最大40億円 ※
※事業年度・連携事業等によって異なる

機械設計が伴う設備又は事業者の使用目的や用途
に合わせて設計・製造する設備、又はＳＩＩが予め
公表した指定設備へ更新等する事業
【対象設備】オーダーメイド設備又は指定設備
【補助率】中小企業 1/2以内（※）

大企業 1/3以内（※）
【補助金上限額】15億～最大40億円(※)
※枠、事業年度、連携事業等によって異なる

サプライチェーン上の４者以上が共同で立案した設備
更新計画を支援する事業（その他、Ｂと同じ）
【対象設備】オーダーメイド設備又は指定設備
【補助率】中小企業 1/2以内

大企業 1/3以内 
【補助金上限額】15億～最大30億円(※)
※事業年度等によって異なる電化・脱炭素燃転型

化石燃料から電気への転換や、より低炭素な燃料への転換等、電化や脱炭素目
的の燃料転換を伴う高効率な設備（指定設備）へ更新等する事業
【補助率】1/2以内 【補助金上限額】最大5億円（内容による） 11

ＧＸ設備単位型・設備単位型

SIIが予め定めた「指定設備」へ更新する事業
【補助率】1/3以内 
【補助金上限額】1億円
【対象設備】ユーティリティ設備、生産設備

エネルギー需要最適化型
SIIに登録されたエネルギーマネジメントシステム（EMS）機器を導入
する事業
【補助率】中小企業 1/2以内 大企業 1/3以内 
【補助金上限額】1億

A 従来枠

従来枠の要件に加えて、ＧＸ要件を満たしたメーカーの「指
定設備」へ更新する事業
【補助率】1/3以内 
【補助金上限額】3億円
【対象設備】ユーティリティ設備、生産設備

Ｂ メーカー強化枠

ＧＸへの取組を表明しているメーカーの指定設備のうちＳＩＩが定め
た「トップ性能基準」を満たす設備を導入（更新・新設）する事業
【補助率】更新 1/2以内、新設  1/3以内 
【補助金上限額】3億円
【対象設備】ユーティリティ設備の一部

Ｃ トップ性能枠

省エネ・非化石転換補助金 減らす知 る 測 る

3次公募に関する概要スケジュー
ル等は、詳細が決まり次第、事業
HPにて公表予定。

https://syouenehojyokin.sii.or.jp/
https://syouenehojyokin.sii.or.jp/
https://syouenehojyokin.sii.or.jp/
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新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 減らす知 る 測 る

第1回公募スケジュール
公募開始：令和8年6月29日（月）
申請受付：令和8年9月30日（水）
応募締切：令和8年10月30日（金）18:00厳守 新事業進出・ものづくり商業サービス補助金｜中小企業基盤整備機構

公募情報は事業HPをご確認ください。

https://shinjigyou-monodukuri.smrj.go.jp/


13（資料）経済産業省ホームページ

CN投資促進税制 減らす知 る 測 る
※2026年４月以降

制度概要はこちら
カーボンニュートラルに向けた投資促進税

制 （METI/経済産業省）

https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/cn_zeisei.html


SHIFT事業（環境省事業） 減らす知 る 測 る
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公募情報はこちら
一般社団法人温室効果ガス審査協会

https://www.gaj.or.jp/eie/shift/
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多くの企業にとって、脱炭素に取り組むにあたっての課題は
「コスト負担の大きさ」。

そこで九州経済産業局では、中堅・中小企業が「脱炭素を
いかに企業経営のメリットとして捉えるか」に焦点を当てた
ガイドブックを作成。

先進事例や取組の背景、さらに経営課題の解決と脱炭素を
結び付ける視点などを紹介。

中小企業の成長に”効く”脱炭素
～収益を上げ企業価値を高める経済合理的なアプローチ～

（参考）九州経済産業局の取組

経済産業省＞九州経済産業局＞
中堅・中小企業向けガイドブック「中小企業の成長に“効く”脱炭素 
収益を上げ企業価値を高める経済合理的なアプローチ」
(https://www.kyushu.meti.go.jp/report/2603/260305 1.html)

https://www.kyushu.meti.go.jp/report/2603/260305_1.html
https://www.kyushu.meti.go.jp/report/2603/260305_1.html
https://www.kyushu.meti.go.jp/report/2603/260305_1.html
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問い合わせ先
九州経済産業局

カーボンニュートラル推進・エネルギー広報室
TEL:092-482-5467

bzl-qcn@meti.go.jp




